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「
南
国
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
総
合
戦
略
」
は
、「
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」

と
「
総
合
戦
略
」
の
２
部
構
成
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

「
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
は
、
南
国
市
の

人
口
の
将
来
予
測
と
し
て
、
現
状
の
ま

ま
推
移
す
れ
ば
２
０
６
０
年
に
約
２
万

９
千
人
ま
で
減
少
す
る
と
い
う
推
計
に

対
し
て
、
合
計
特
殊
出
生
率
（
１
人
の

女
性
が
生
涯
に
産
む
子
ど
も
の
人
数
）

を
２
・
07
に
引
き
上
げ
、
転
出
入
に
よ

る
人
口
増
減
を
毎
年
0.3
％
増
加
に
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
２
０
６
０
年
の
人
口

を
４
万
１
千
500
人
に
す
る
、
と
い
う
も

の
で
す
。
そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
の
今

後
５
年
間
の
「
総
合
戦
略
」
は
、
４
つ

の
基
本
目
標
と
、
各
基
本
目
標
で
の
具

体
的
施
策
を
数
値
目
標
を
定
め
て
掲
げ

ま
し
た
。

　

こ
の
「
総
合
戦
略
」
は
、
一
般
公
募

の
市
民
を
含
む
30
名
の
委
員
に
よ
る
行

政
計
画
審
議
会
に
諮
問
し
、
８
月
26
日

に
受
田
会
長
（
高
知
大
学
副
学
長
）
か

ら
承
認
の
答
申
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

今
回
の
「
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
と
「
総

合
戦
略
」
は
、
市
民
の
皆
さ
ま
と
共
有

す
る
た
め
、
今
回
、
概
要
を
「
全
体
像
」

で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
／
企
画
課
企
画
調
整
係

　

☎
８
８
０
・
６
５
５
３

 

県
下
で
い
ち
早
く
戦
略
を
策
定

⑴農業の振興
　①特産品のブランド化と販路拡大、
　　耕作放棄地の解消と利活用
　②次世代型農業の推進
　③特産品の育成支援
　④還元水を活用した生産体制の構築
　⑤直販所の機能強化
　⑥地産地消と食育の推進
　⑦農業基盤整備

⑵企業支援と企業誘致の推進
　⑧創業・企業への支援
　⑨企業誘致の推進
⑶商業の振興
　⑩商店街の活性化
⑷観光産業の振興
　⑪観光拠点の整備
⑸高齢者の雇用促進
　⑫高齢者の雇用の促進

⑴移住の促進
　①移住希望者向け空き家の活用
⑵人財定住の環境整備	 	
　②地元高校・大学卒業生の定住を
　　促進するための条件整備	

⑶観光拠点の整備	
　③観光を中心とした「ひと」の流
　　れの創出

⑴若者の就労支援と定住支援	
　①若者の就労・新規就農支援と、
　　空き家の活用

	
⑵若者の結婚を促す	
　②若者の結婚への支援

⑶子育て支援策の充実
　③妊産婦や乳幼児の健康を守る、
　　子育て世帯の経済的負担の軽減

⑷子ども居場所の確保
　④保育サービス、放課後児童対策
　　の充実	

⑴防災対策の推進	
　①住宅・集会所の耐震化の推進
　②防災情報の発着信設備の整備
⑵地域コミュニティの強化	
　③住民自治組織の育成
⑶中山間地域の活性化と集落	
　活動センターの整備・強化	
　④「チーム稲生」の運営体制強化
　⑤新たな集落活動センターの整備

⑷交通ネットワークの整備	
　⑥交通ネットワークの整備
	
⑸近隣市との連携の強化	
　⑦高知中央定住自立圏の発展
　⑧物部川流域ブロックの連携強化

基本目標１　安定した雇用を創出する
【基本的方向】
　○農林水産業の振興
　○農業振興への新たな挑戦
　○食品加工等、６次産業化の推進
　○地産地消・食育の推進
　○観光事業から観光産業へ
　○新たな企業誘致
　○産業振興を支える人材の創出
　○高齢者の雇用促進

基本目標２　新しい人の流れをつくる
　【基本的方向】
　○移住の促進
　○人財定住の推進
　○観光を中心とした「ひと」の流れの創出

基本目標３　若い世代の結婚・妊娠・
　　　　　　出産・子育ての希望をか
　　　　　　なえる	 	
　【基本的方向】	
　○若者が安心して暮らすことのできる環
　　境をつくる	
　○だれもが希望の時期に結婚・妊娠・出
　　産できる環境をつくる	
　○子どもの居場所づくり	

基本目標４　時代に合った地域をつくり、
　　　　　　市民の安心したくらしをま
　　　　　　もる	
　【基本的方向】
　○安心してくらせる防災のまち
　○集落活動センターの整備・強化
　○中心市街地と周辺地域・中山間地域
　　の活性化を両立させる
　○生活基盤を支える交通網の整備
　○近隣市との連携の強化

⑴総合戦略の位置づけ

　○人口減少が始まった本市の現状
　○人口減少に歯止めをかけ、本市の
　　将来像を実現する

⑵基本的な考え方

　基本目標１　安定した雇用を創出する
　基本目標２　新しい人の流れをつくる
　基本目標３　若い世代の結婚・妊娠・
　　　　　　　出産・子育ての希望をか
　　　　　　　なえる
　基本目標４　時代に合った地域をつく
　　　　　　　り、市民の安心したくら
　　　　　　　しをまもる

⑶総合戦略の計画期間	

　○平成27年度から平成31年度まで
　　の５年間

⑴総合戦略の策定に当たっての基本
　方針	 	
　○国の政策５原則の視点	
　　・自立性、将来性、地域性、直接性、
　　　結果重視	
　○総合戦略の推進に当たっての視点	
	 	
⑵総合戦略の進捗管理体制	 	
　○「南国市行政計画審議会」における点
　　検・検証、必要に応じて施策見直し

人口減少問題の克服

⑴南国市の現状
　◆2008年をピークに減少
　◆社人研（※ 1）による推計（※ 2）
　　2010年に49,472人が、2040年に
　　37,831人	、2060年には29,080人
　◆合計特殊出生率	1.39（県下26位）

⑵目指すべき方向
　◆人口減少に歯止めをかける
　　○「人の流れ」を変える
　　　・若者の流出を止め、呼び戻

す
　　　・新たな人材を呼び込む
　　○「出生率」を向上させる
　　　・出産の阻害要因を取り除く
　◆人口増への転換を図る
　　○新たな働く場をつくる
　　○住環境を整える

⑶人口の将来展望
　◆「出生に関する仮定」について
　　・合計特殊出生率を2040年まで

に2.07に上昇させ、以降2.07を
維持する

　◆「移動に関する仮定」について
　　・2020年まで社会増減をなしと

し、以降徐々に増加させ、　
2040年以降総人口の前年比
0.3％増を維持する

　◆人口の将来展望
　　上記の仮定により、
　　　2040 年を　４３，０００人
　　　2060 年を　４１，５００人
　　とする	

１　総合戦略の位置づけと
　　基本的な考え方 ３　基本目標と基本的方向 ４　具体的な施策

２　総合戦略の効果的な推進

中長期展望（2060年を視野）

総合戦略（平成27年度 ～31年度の５か年）人口ビジョン

「総合戦略」）の全体像　《骨子》南国市まち・ひと・しごと創生総合戦略（「人口ビジョン」 それぞれの施策で
数値目標を設定する

※１　国立社会保障人口問題研究所
※２　社人研推計は2040年まで。
　　　以降は推計を準用

地方創生とは・・・
　人口急減・超高齢化という日本が直面する大きな課題に対し、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な
社会の創生を目指す、国を挙げての取り組みです。
　日本の人口は、2060年には約8,700万人まで減少すると見通されています。これに対して国は昨年、人口減少に歯止
めをかけ、2060年に１億人程度の人口を維持するという「長期ビジョン」と、「東京一極集中の是正」や「若い世代の
就労・結婚・子育ての希望の実現」などの今後の基本的視点に基づく「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しま
した。そして、全国の自治体にその地方版を策定するよう要請がありました。
　こうした国からの呼びかけに、南国市でも「南国市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を９月28日に決定しました。
下の表が、その全体像です（全文は市ホームページに掲載しています）。

①安定した雇用を創出する
②新しい人の流れをつくる
③若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる
④時代に合った地域をつくり、市民の安心したくらしをまもる

総合戦略
４つの基本目標

人口ビジョン
人口の長期的展望

2040年に
43,000人
2060年に
41,500人

地方創生 南国市まち・ひと・しご と創生総合戦略 を策定しました

2060年に
約29,000人の予測を


